
調
査
デ
ー
タ 

観 光 経 済 新 聞週 刊 （８）２００７年（平成１９年）１２月１日（土曜日）第２４４７号 第３種郵便物認可

高齢者雇用着実に増加
飲食・宿泊業も９割実施

雇用確保措置企業に関する状況

� 雇用確保措置の上限年齢

�＋�合計

８１，７６２

１００％

�６３～６４歳

１８，３６８

２２．５％

�６５歳以上
（含定年制なし）

６３，３９４

７７．５％

企業数

比 率

� 雇用確保措置の内訳

�＋�＋�合計

８１，７６２

１００％

�継続雇用制度
の導入

７０，１２６

８５．８％

�定年の引上げ

９，９２２

１２．１％

�定年の定め
の廃止

１，７１４

２．１％

企業数

比 率

定年到達予定者等の状況

定年による離職予定者

１２８，１０６人（５１．６％）

９３，７６２人（２７．５％）

９２，２６３人（２３．１％）

（注）平成１９年については、定年到達予定者に内訳の確認出来ない７２８人が含まれる。

継続雇用予定者

１２０，１１７人（４８．４％）

２４６，５８７人（７２．５％）

３０５，８６１人（７６．７％）

定年到達予定者

２４８，２２３人（１００．０％）

３４０，３４９人（１００．０％）

３９８，８５２人（１００．０％）

平成１７年

平成１８年

平成１９年

年齢別常用労働者

６５歳以上

２６５，４１７人（１００．０）

３１３，６１６人（１１８．２）

３８９，５９４人（１４６．８）

（注）（ ）内は平成１７年を１００とした場合の比率

６０歳～６４歳

７８４，４４３人（１００．０）

８２５，２２５人（１０５．２）

９９５，１８３人（１２６．９）

年齢計

２１，１４５，３２５人（１００．０）

２２，１４７，０３１人（１０４．７）

２２，７６７，６６４人（１０７．７）

平成１７年

平成１８年

平成１９年

７０歳までの雇用確保措置を導入した企業の割合

報告した
すべての企業

８８，１６６
（１００．０％）

７４，８２５
（１００．０％）

１３，３４１
（１００．０％）

合計

１０，５０８
（１１．９％）

９，５１５
（１２．７％）

９９３
（７．４％）

継続雇用

基準該当者
７０歳以上

６，８８１
（７．８％）

６，１０１
（８．２％）

７８０
（５．８％）

希望者全員
７０歳以上

１，８２３
（２．１％）

１，６９２
（２．３％）

１３１
（１．０％）

７０歳以上定年

９０
（０．１％）

８６
（０．１％）

４
（０．０％）

定年の定めの廃止

１，７１４
（１．９％）

１，６３６
（２．２％）

７８
（０．６％）

企業計

中小企業
（５１～３００人）

大企業
（３０１人～）

６５歳以上まで希望者全員が働ける企業の割合

報告した
すべての企業

８８，１６６
（１００．０％）

７４，８２５
（１００．０％）

１３，３４１
（１００．０％）

合計

３，２６３
（３７．０％）

２９，９６５
（４０．０％）

２，６６５
（２０．０％）

希望者全員
６５歳以上継続雇用

２３，３２１
（２６．５％）

２１，３５０
（２８．５％）

１，９７１
（１４．８％）

６５歳以上定年

７，５９５
（８．６％）

６，９７９
（９．３％）

６１６
（４．６％）

定年の定めの廃止

１，７１４
（１．９％）

１，６３６
（２．２％）

７８
（０．６％）

企業計

中小企業
（５１～３００人）

大企業
（３０１人～）

� 継続雇用制度の内訳

�＋�合計

７０，１２６

１００％

�基準該当者

４２，９０７

就業規則

１３，２５８

１８．９％

労使協定

２９，６４９

４２．３％

�希望者全員

２７，２１９

３８．８％

企業数

比 率

規模別・産業別実施状況

�未実施企業割合

９．８％

６．２％

２．３％

１．７％

１．２％

７．３％

９．４％

３．１％

５．６％

６．２％

５．５％

１０．９％

６．３％

８．６％

３．５％

７．２％

９．６％

６．０％

１０．９％

４．８％

８．７％

７．３％

�実施済企業割合

９０．２％

９３．８％

９７．７％

９８．３％

９８．８％

９２．７％

９０．６％

９６．９％

９４．４％

９３．８％

９４．５％

８９．１％

９３．７％

９１．４％

９６．５％

９２．８％

９０．４％

９４．０％

８９．１％

９５．２％

９１．３％

９２．７％

５１～１００人

１０１～３００人

３０１～５００人

５０１～１０００人

１．００１人以上

合計

農、林、漁業

鉱業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供飴・水道業

情報通信業

運輸業

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業

飲食店、宿泊業

医療、福祉業

教育、学習支援業

複合サービス事業業

その他のサービス業

合計

規
模
別

産
業
別

雇用確保措置の実施状況

�＋�合計
８８，１６６

１００％

�未実施
６，４０４

７．３％

�実施済み
８１，７６２

９２．７％

企業数

比 率

厚
生
労
働
省
が
こ
の
ほ
ど
発
表
し

た
高
年
齢
者
雇
用
確
保
措
置
の
実
施

状
況
調
査
に
よ
る
と
、
平
成
１９
年
６

月
１
日
ま
で
で
、
大
半
の
大
企
業
が

高
年
齢
者
雇
用
を
実
施
し
て
い
る
こ

と
が
わ
か
っ
た
。
こ
こ
で
は
、
デ
ー

タ
と
と
も
に
実
態
を
紹
介
す
る
。

調
査
に
よ
る
と
５１
人
以
上
規
模
企

業
８
万
８
１
６
６
社
の
う
ち
、
高
年

齢
者
雇
用
確
保
措
置
（
注
）
の
実
施

企
業
の
割
合
は
、
９３
％
と
前
年
同
期

比
９
�
増
加
。
う
ち
、
大
企
業
は
９８

％
、
前
年
同
期
比
４
�
増
、
中
小
企

業
は
９２
％
、
同
１０
�
増
と
な
り
中
小

企
業
で
も
９
割
超
で
雇
用
措
置
を
実

施
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
っ
た
。
産

業
別
の
状
況
を
見
る
と
、
宿
泊
業
を

は
じ
め
、
全
産
業
で
お
お
む
ね
９０
％

は
実
施
を
済
ま
せ
て
い
る
。
ま
た
、

改
正
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
施
行
前

（
平
成
１７
年
）
と
比
べ
、
６０
〜
６４
歳

の
常
用
労
働
者
数
は
、
約
７８
万
人
か

ら
約
１
０
０
万
人
と
２７
％
の
増
加
。

６５
歳
以
上
の
常
用
労
働
者
数
は
、
約

２７
万
人
か
ら
約
３９
万
人
と
４７
％
増
加

し
た
。

注
「
高
年
齢
者
雇
用
確
保
措
置
」

改
正
高
年
齢
者
雇
用
安
定
法
に
よ

り
、
平
成
１８
年
４
月
１
日
か
ら
事
業

主
は
年
金
支
給
開
始
年
齢
の
段
階
的

引
き
上
げ
に
あ
わ
せ
て
、
６５
歳
ま
で

の
定
年
の
引
き
上
げ
、
継
続
雇
用
制

度
の
導
入
等
の
措
置
（
高
年
齢
者
雇

用
確
保
措
置
）
の
実
施
が
義
務
づ
け

ら
れ
て
い
る
。


